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要旨：コンクリートの耐凍害性の評価方法は，JIS	 	 A	 1148	 A 法に基づく促進凍結融解試験と RILEM	 CDC3 に

規定される限界飽水度法がある。これらの試験方法は，同性状のコンクリートの場合でも試験条件が異なっ

ており，耐凍害性に対する評価結果が異なる場合が考えられるが，実態は明らかになっていない。本研究で

は，水セメント比および空気量を変えたコンクリートを用いて，促進凍結融解試験と限界飽水度法を行うこ

とにより，両者の評価結果を比較し評価結果を気泡組織，細孔構造，吸水性状との影響について検討した。

その結果，促進凍結融解試験と限界飽水度法では，評価結果が一致しない場合があることなどを確認した。	 
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1．はじめに	 

	 寒冷地では，凍害がコンクリート構造物の耐久性上

の重大な問題となる。現在，我が国では，コンクリー

トの耐凍害性評価に JIS	 A	 1148	 A 法に基づく促進凍結

融解試験が広く用いられており，これまでにも多くの

研究結果が報告されている。	 

	 また，2012 年に ISO	 16204「Durability	 -	 Service	 

life	 design	 of	 concrete	 structures」1)が制定され，

凍害に対する耐用年数設計として，限界飽水度法に基

づく手法が示されている。この 2 つの試験方法は，方

法や考え方が異なっている。既往の研究 2)では，2 つ

の試験方法による耐凍害性評価の比較が行われ，両者

には異なる場合があることが示唆された。	 

	 本研究は，2 つの方法による耐凍害性評価に及ぼす

影響要因を明らかとすることを目的としてセメント比，

空気量を変えたコンクリート試験体を対象として，	 促

進凍結融解試験（JIS	 A	 1148	 A 法）および限界飽水度

法による耐凍害性評価を実施し比較検討した。	 

	 

2．実験概要	  

表-1に実験計画，表-2に調合と基礎性状を示す。水セ

メント比，空気量の異なる 8 種類（W/C40%，W/C60%：

目標空気量 2%，4%の各 2 調合。W/C50：目標空気量 2%，

3%，4%，5%の 4 調合）のコンクリート試験体に対して
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実験を行った（記号例 4-2：W/C40%，空気量 2%）。	 

	 促進凍結融解試験は，JIS	 A	 1148	 A 法（水中凍結融

解）に従い試験を行った。試験開始材齢は 14 日とし，

試験開始材齢まで水中養生を行った。試験は，	 300 サ

イクルまたは相対動弾性係数が 60%になるまで，約 30

サイクル毎に一次共鳴振動数，質量および試験体の長

さ変化を測定した。また，銀紙光沢度法 3)により，推

定質量減少量の測定も併せて行った。	 

	 限界飽水度法では，RILEM	 CDC3 に従い試験を行った。

限界飽水度法とは，図-1に示す通り，凍害が発生する

限界飽水度 Scr を求め，別途行う吸水試験から得られ

た Scap を比較し，耐凍害性を評価する方法である。本

試験では，Scr の測定のため 50℃乾燥後，真空吸水し，

飽水度を 8 段階に調整した試験体を用いて，封緘状態

で，凍結 18 時間（試験体中心温度-20℃以下），融解 6

時間（試験体中心温度 5℃）を 1 サイクルとして，6	 

サイクル後，動弾性係数の測定を行い，劣化が生じて

いない限界の飽水度を Scr とした。Scap は，恒温恒湿

室中（20℃，60%RH）において，下面吸水試験を 14 日

行い，吸水性状を測定した。ここでは，Scr-Scap=0 と

なる時間を Tpl（h1/2）とし，この値を耐凍害性評価の

指標とした。試験体の細孔構造を把握するため，JIS	 R	 

1655 に基づいた水銀圧入法により細孔径分布の測定

を行った。材齢 101 日でモルタル部分を 5mm 角に成形

し，アセトンで水和反応を停止させたものを用い，細

孔分布および積算細孔容積を測定した。	 

	 また，ASTM	 C-457-98 に基づいたリニアトラバース

法により気泡組織の観察を行い，硬化後の空気量と気

泡間隔係数を求めた。	 

	 

3．実験結果及び考察	 

3.1	 水セメント比が耐凍害性評価に及ぼす影響	 

	 表-3 に試験結果の概要，図-2 に Tpl と DF（耐久性

指数。以下同じ）の関係を示す。2 つの方法による耐

凍害性の評価結果は，必ずしも一致していないことが

わかる。特に 6-2，6-4 の評価結果は一致しなかった。	 

	 図-3に水セメント比と DF の関係，図-4に水セメン

図-1	 限界飽水度法の概要	 

 

図-2	 Tpl と耐久性指数の関係	 図-3	 W/C と耐久性指数の関係	 図-4	 W/C と Tpl の関係	 

表-3	 試験結果概要	 
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ト比と Tpl の関係を示す。促進凍結融解試験では，一

般に，水セメント比が小さく，空気量が増加するに伴

い DF が大きくなる傾向を示すことが知られている 4)

が，本実験でも水セメント比が小さくなると DF が増加

する傾向が確認できた。また，水セメント比と Tpl は

明確な傾向がみられなかった。	 

3.2	 気泡組織・細孔構造が耐凍害性評価に及ぼす影響	 

図-5 に空気量（圧力法による。以下同じ）と DF の

関係，図-6に空気量と Tpl の関係を示す。空気量と DF

の関係は明確な傾向がみられなかった。空気量 3%付近

は耐久性指数が変化する推移域とされ 5)，空気量の差

による耐久性指数の変化が大きい範囲だったことが一

因と考えられる。一方，空気量と Tpl の関係では，ば

らつきはあるが，空気量が大きくなると，Tpl が大き

くなる傾向がみられた。このことから，Tpl は空気量

の影響を大きく受けると考えられる。	 

ここで，一般にコンクリートの耐凍害性は，導入さ

れた空気泡の影響が大きいとされている。図-7に気泡

間隔係数と DF の関係を示す。両者には明確な傾向がみ

られなかった。耐凍害性が高いとされる気泡間隔係数

は250μm程度以下4)とされているが，今回の結果では，

全ての調合において 350μm 以上となった。この原因と

して，	 DF が全般的に低いことから，今回の試験体で

は耐凍害性に有効な空気泡が十分でなかったと考えら

れる。	 

鎌田ら 6)は半径 178〜10000Å（17.8nm〜1000nm）の

細孔量が nonAE コンクリートの耐凍害性との相関性が

高いとしており，これを用いた耐久性指数の推定式と

して式(1)を提案している。ここで，式（1）の推定値

が実測値に近ければ耐凍害性は細孔構造に依存してい

ると考えられる。	 

各試験法で細孔構造と気泡組織の影響を検討するた

め，全ての試験体について式（1）を適用し，推定した

耐久性指数を求めた。	 

	 

	 log(DF`)=-0.317-1.209log(PV)+1.799A/P	 	 	 	 (1)	 

	 DF`,PV：表-3 と同じ	 	 

	 	 	 A/P：空気量ぺースト比	 	 

	 

図-5	 空気量と耐久性指数の関係	 図-6	 空気量と Tpl の関係	 図-7	 気泡間隔係数と耐久性指数の

関係	 

図-8	 耐久性指数の推定値および実

測値の関係	 

図-9	 気泡間隔係数と Tpl の関係	 
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	 式（1）を用いて求めた耐久性指数の推定値と今回の

実測値との関係を図-8に示す。5-3，5-4，4-4 を除き，

概ね両者は一致する傾向を示した。一致した試験体の

耐凍害性は，細孔構造に依存していると考えられる。

推定値よりも実測値の方が大きかった 5-3，5-4，4-4

は，気泡組織の影響が大きかったと考えられる。6-2，

6-4 は細孔構造に依存し気泡組織の影響が小さく，耐

凍害性に有効な気泡が十分でなかったため，DF が小さ

かったと考えられる。	 	 

	 図-9に気泡間隔係数と Tpl の関係を示す。気泡間隔

係数が大きくなると Tpl が小さくなる傾向があるよう

に思われる。気泡間隔係数が 360μm 前後のものが多い

結果となっており，これらは空気量の多い試験体（図

-6参照）となっている。このことから，空気量の多い	 

試験体で Tpl が大きくなったものと考えられる。	 

3.3	 限界飽水度法における吸水性状に及ぼす空気量の

影響	 

 	 前節から，空気量の多い試験体で Tpl が大きい傾向

がみられた。ここでは空気量が吸水性状に及ぼす影響

について検討する。	 

	 図-10に14日飽水度と初期吸水速度の関係を，図-11

に 14 日飽水度と Tpl の関係を示す。ここでは，本実験

で得たデータに加えて，既往の実験 7)8)で得られたデー

タもあわせて用いている。図-10 より，ばらつきが大

きいが，初期吸水速度が大きくなると 14 日飽水度も大

きくなる傾向があると考えられる。14 日飽水度が大き

いものは吸水しやすいと考えられる。また，図-11 よ

り14日飽水度が大きくなるとTplは小さくなる傾向が

みられた。これは，14 日飽水度が大きくなると，限界

飽水度に到達するまでの時間が短くなることを示して

いる。	 

	 ここで，14 日飽水度に及ぼす影響要因として，水セ

メント比，空気量および初期吸水速度をとりあげ，こ

れらを説明変数とした重回帰分析を行った。結果を	 

表-4に示す。t 値より，14 日飽水度には，空気量の影

響が大きく，次に水セメント比の影響が大きいことが

わかる。重回帰分析から 14 日飽水度の予測式として式

（2）が求められる。	 

	 

	 S14=0.345W/C-0.0224AIR-0.00129D+0.9542	 	 	 (2)	 

	 ここで，S14：14 日飽水度	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 W/C：水セメント比(%)	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 AIR：空気量(%)	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 D：初期吸水速度（/h1/2）	 

	 

	 14 日飽水度の実測値と式(2)による推定値の関係を

図-12 に示す。両者には比較的高い相関が見られたこ

図-10	 14 日飽水度と初期吸水速度の

関係	 

図-12	 14 日飽水度の実測値と推定値

の関係	 

図-11	 14 日飽水度と Tpl の関係	 

切片 W/C 空気量(%) 初期吸水速度(/h1/2)
説明変数の係数 0.9542 0.34521 -0.02238 -0.00129

t値 12.53876 3.30253 -3.76758 -0.85773

変数
表-4	 14 日飽水度の重回帰分析結果	 

 

 

図-13	 水セメント比別の 14 日飽水度の

実測値と推定値の比較	 

 

-868-



とから，これらの変数を用いて 14 日飽水度の予測がで

きる可能性があるといえる。	 

	 水セメント比毎に空気量が変化した場合の 14 日飽

水度の実測値と推定値の関係を図-13 に示す。ばらつ

きが大きいものもあるが、概ね推定値は実測値に近い

ものとなった。また、全ての水セメント比で空気量が

大きくなると 14 日飽水度が小さくなる傾向が確認で

きた。このことから，限界飽水度法においては，空気

量が大きくなると 14 日飽水度が小さくなり，限界飽水

度に到達するまでの時間 Tpl が長くなり，耐凍害性が

高いという評価となるといえる。	 

図-2 で評価が異なる結果となった 6-2，6-4 では，

DF においては耐凍害性に有効な気泡が十分でなかっ

たことが考えられるが，Tpl においては空気量が確保

されていると，耐凍害性が高いという評価となったと

考えられる。このことから、限界飽水度法では気泡組

織よりも空気の量の影響が大きい可能性が考えられる。

このため，気泡組織の影響が大きい凍害メカニズムが

作用する場合は，限界飽水度法による耐凍害性評価は

適切でない場合も考えられる。	 

	 本検討では，実験室実験での耐凍害性評価について

検討したが，実環境下での耐凍害性評価は実験室実験

とは異なることが考えられる。実環境下における長期

的なデータを蓄積し，促進凍結融解試験と限界飽水度

法による耐凍害性評価の違いについて検討する必要が

あると思われる。	 

	 

4．まとめ	 

	 促進凍結融解試験（JIS	 A	 1148	 A 法）および限界飽

水度法による耐凍害性評価を実施し，2 つの方法によ

る評価を検討した結果，以下の知見を得た。	 

(1) 促進凍結融解試験で低い耐凍害性と評価され

た場合でも，限界飽水度試験では高い耐凍害

性と評価される場合がある。	 

(2) 促進凍結融解試験では、空気量による違いは

あるが，W/C が小さくなると高い耐凍害性を示

す傾向が確認できた，限界飽水度法では W/C

の影響は明確でなかった。	 

(3) 限界飽水度試験における14日飽水度は空気量

の影響が大きい。	 
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